
00 次世代育成支援対策交付金 19,681 17,965 1,716

15 02 02 03 08 00 すこやか保育支援事業補助金 12,664 12,791 △127

15 02 02 03 09 00 保育対策等促進事業費補助金 44,682 42,120 2,562

差引一般財源 178,795 168,005 10,790

　　　様式第２号(事業別概要) No.

款 大事業

項 中事業

目 担当所属

予算種別 補助/単独 事業区分
前年度

増減額
前々年度 5年間計画額

当初予算額 決算額

実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度
 前年度 増減額

特
定
財
源

款 項 目 節
細
節

細
々
節

歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初要求額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

平成２４年度  一般会計 予算見積 事業別概要書（当初）
3. 民生費 6. 民間保育園助成事業

3. 児童福祉費

4. 保育園費 子育て支援課

（佐倉市）　　

0

平成24年度 0

経常 補助 240,881 14,941 0
平成25年度 0

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

国庫支出金 県支出金

77,027 255,822 19,681 57,346 178,795

民間保育園運営者に対し、保育園の運営に要する費用の 民間保育園における児童の処遇の向上及び職員の労働条 民間保育園において、安定した保育サービスを提供でき

一部を交付金として交付する。 件等処遇改善並びに施設経営の近代化を図る。 、入所児童への処遇や保育環境の向上が図れる。

交付対象事業とその算定方法が細分化されすぎて 平成23年度に行われた国・県の補助金等の交付額 国、県の補助金制度の見直しは例年行われている

いることから、交付申請・交付決定事務が複雑になっている。このため の変更等に合わせて予備保育士設置に関する経費、延長保育促進に関す が、詳細が判明するのは新年度に入ってからとなる。新年度が始まって

、交付対象事業とその算定方法について、平成24年度交付分より見直し る経費の交付基準額を見直した。 から交付基準額を変更することは、民間保育園の運営に影響を与えるた

を行う予定である。 め、当該年度は市の交付基準額を変更せず、次年度から変更するように

している。

19 255,822 240,881 14,941 14 02 01 03 01


